	主要事業　


	担当課

担当者

直　通
	■地域福祉推進室 地域福祉課

事業者育成グループ

浮舟・赤岸（内線4506）

6910-7088
	■障がい福祉室 計画推進課

制度推進グループ

土屋・西原（内線4145）

6944－2362


予算額　　118億4,572万7千円

《一部新規》
	障がい者自立支援対策臨時特例交付金特別対策事業（基金事業）


	１．事業主体
	都道府県又は市町村

	２．実施期間
	23年度末まで


◆ 障がい者自立支援対策臨時特例基金の拡充：積立額　96億8,897万1千円（３年分）
　　２１年度国補正（１，５２３億円）により基金を積み増し、２３年度末まで事業を実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[基金総額]155億4,863万1千円
◆ ２１年度事業費（補正予算額）21億5,675万6千円　（補正後）48億6,360万4千円
	１．福祉・介護人材の処遇改善（新規）　～職員の賃金引上げ～


【予算額　15億  896万円】
○ 福祉・介護人材の処遇改善事業

　　福祉・介護人材の雇用環境を改善し、今後増加する人材需要へ応えるため、職員の処遇改善（月額平均１．５万円（厚生労働省試算））に取り組む事業者に対し助成する。

	２．福祉・介護人材の就労・キャリアアップ（新規）　～３年間で７，５００人の人材確保～


【予算額　     7,731万1千円】
○ 福祉・介護人材マッチング支援事業
　　都道府県人材センター（大阪府福祉人材センター）に専門的知見を有するキャリア支援専門員を配置し、ハローワーク等関係機関との連携を密にし、求職側には個々の求職者にふさわしい職場紹介等の情報提供を行い、求人側には働きやすい職場づくりに向けた指導・助言等を行うことで、安定した福祉・介護人材の確保・定着を支援する。
	３．事業者の新体系移行の促進（新規・拡充）　～障がい福祉サービスの充実～


【予算額　 5億7,048万5千円】
○ 移行時運営安定化事業（新規）
　　新体系サービスへの移行を促進するとともに運営の安定化を図るため、旧体系施設が新体系サービスへ移行した場合に従前（移行前）の事業収入額を保障する。
○ 障がい者自立支援基盤整備事業（*下線部が拡充）
　　既存施設が新体系サービスに移行する場合等に必要となる施設の改修等や開設準備経費、大規模な生産設備に対して助成する。

○ 移行定着支援事業（新規）
　　小規模作業所等が新体系サービスに移行した場合に生じる新たな事務処理の定着や移行前の利用者の定着などの経過的な施策に要する経費を助成する。
